勤務条件に関する措置の要求に関する規則（全部改正）に対する意見公募（パブリックコメント）の結果について
意見募集期間：平成26年４月１日（火）から同月30日（水）まで
意見数：１団体３件
	番号
	項目
	ご意見の内容
	ご意見に対する考え方

	１
	基本的姿勢
	　人事委員会への措置要求は、公務員の労働基本権制約の代償措置の１つであると認識しています。したがって、労働者を守る立場から規則を作ることを基本とすべきであると考えます。また、その観点から、初発の時には簡素なもので受け付け、受付け後に必要書類を整えていくなどの対応があってしかるべきであると考えます。
　この点では、代理人の規定を設けたのは、良いことだと思います。
	　措置要求書への記載事項として追加したものは、要求者の住所、生年月日、連絡先等といった審理の遂行上最低限必要なものであり、また、記載を求めることで要求者に負担となるようなものではないと考えています。

	２
	第５条について
	　却下する理由を並べています。しかし、その説明を並べている状態で、具体的にはなにが該当するのかが不明です。勤務条件に該当しないというのは何なのか、管理運営事項に該当しない項目は何なのか、逆に何が管理運営事項なのか、実現が不可能な事項とは何なのか、など具体例を考えると読む側（＝措置要求をする側）には不明なままです。このような抽象的な内容では、不受理・却下する側に有利であり、恣意的な運用に歯止めをかけることが出来ないと考えます。
　人事異動についてはどうなのか、給与についてはどうなのか、査定（人事評価）についてはどうなのかなど、「次の事項について措置要求が出来る」と具体的に例示すれば、わかりやすいと思います。そうすれば、最終的に受付受理を検討する場面で、「この事項に該当するので」という本人の思いも聞くことが出来るでしょう。また、該当せず不受理などにする場合の説明責任が、訴える本人ではなく行政側に生まれるので、その点でも代償措置の役割を果たすと思います。
	　本条は、要求を却下する場合をより明確化したもので、第１項各号で列記した事項以外のものは、広く受理して審理することになります。ご意見のように、受理する事項を具体的に例示することは、法文としての性格上、正確性を欠くことになるうえ、措置要求の範囲を類型化して、恣意的に狭める趣旨とも誤解される懸念があります。

	３
	第10条について
	　審査の打切りについて、記述しています。しかし、今までの経過を考えても、受け付け後の審理開始もしくは決定までの時間の長さについて何らかの措置(記述)が出来ないのかなと思いますが・・・。
	　受付後の処理については、迅速な処理に努めますが、ケースによっては、処理期間を明示することが困難なことも想定されるため、規則において一律に明示することは考えておりません。


